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令和４年度 

 

益城町水道事業会計予算書 



 

 
 

議案第１２号 

 

         令和４年度 益城町水道事業会計予算 

 
  
（総則） 

第１条 令和４年度益城町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 
（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

区  分 
 

   益城町水道 

               

合   計 

 
１ 給水戸数 

                   戸 

12,600 

        戸 

12,600 

 
２ 年間総配水量 

  

3,175,000 

        

3,175,000     

 
  ３  １日平均配水量 

          

8,698        

                  

8,698       

 

－1－



 

 
 

（収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりとする。 
収 入                         （単位：千円） 

     
       
     

11 款 益城町水道事業 

    収 益 
合   計 

526,638 526,638 

１項 営業収益 460,302 460,302 

 ２項 営業外収益 66,336 66,336 

 
支 出                         （単位：千円） 

 
        

 
     

21 款 益城町水道事業 
    費 用 

合   計 

496,661 496,661 

 １項 営業費用 454,312 454,312 

 ２項 営業外費用 36,849 36,849 

 ３項 特別損失 500 500 

 ４項 予備費 5,000 5,000 

 

－2－



 

 
 

（資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりとする。（資本的収入額 
が資本的支出額に対して不足する額 413,218 千円は、当過年度損益勘定留保 
資金 413,218 千円で補填するものとする。）                

 収 入                         （単位：千円） 

 
         
     

31 款 益城町水道事業 

     資本的収入 
合   計 

305,081 305,081 

１項 企業債 260,200 260,200 

４項 工事負担金 13,200 13,200 

６項 補助金 31,681 31,681 

 
支 出                         （単位：千円） 

 
 
 
 

41 款 益城町水道事業 

    資本的支出 
合   計 

718,299 718,299 

 １項 建設改良費 570,178 570,178 

 ２項 企業債償還金 148,121 148,121 

 

－3－



 

 
 

 
（地方債） 

第５条 地方自治法２３０条第１項の規定により起こすことのできる地方債 
の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。 

                    （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

水道整備事業 260,200 証書借入 年 3.0％以内 
ただし、利率

見直し方式で借

入れる場合は、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率。 

 

政府資金につい

ては、その融資

条件により、銀

行その他の場合

には、その債権

者と協定するも

のによる。 
ただし、財政

の都合により据

置期間及び償還

期間を短縮し、

又は繰上償還も

しくは低利に借

換えすることが

できる。 

 
 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額 
に流用し、又はそれ以外の経費をその金額に流用する場合は、議会の議決を 
経なければならない。 

 

  （１） 職員給与費  70,465 千円 
 
 
   令和４年３月７日提出 

   
                     益城町長  西村 博則 

 

－4－



 

 
 

 
 
 
 
 
 

予 算 に 関 す る 説 明 書 

－5－



－6－



－7－



－8－



－9－



水道事業　　処理区分１ (単位　円)

Ⅰ営業キャッシュ・フロー

　　当年度純利益

　　減価償却費

　　固定資産除却費

　　引当金の増減額

　　長期前受金戻入額

　　支払利息及び企業債取扱諸費

　　受取利息・配当金

　　固定資産売却益

　　未収金の増減額

　　貯蔵品の増減額

　　前払費用の増減額

　　未払金の増減額

　　前受金の増減額

　　預り金の増減額

小計

　　利息及び配当金の受取額

　　利息の支払額

計

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

　　固定資産の取得による支出

　　有形固定資産の売却による収入

　　国庫補助金等による収入

　　補助金の返還

計

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

　　企業債による収入

　　企業債の償還による支出

　　他会計等からの出資による収入

計

Ⅳ資金増加額

Ⅴ資金期首残高

Ⅵ資金期末残高

令和３年度  決算見込キャッシュフロー計算書

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)

6,586,761

230,625,000

428,000

5,090,000

△ 41,377,000

28,617,000

△ 100,000

0

9,340,565

0

0

15,989,009

0

0

255,199,335

100,000

△ 28,617,000

226,682,335

△ 150,858,654

0

71,703,273

0

△ 79,155,381

80,000,000

1,148,443,514

△ 145,457,837

22,200,000

△ 43,257,837

104,269,117

1,044,174,397

－10－



水道事業　　処理区分１ (単位　円)

Ⅰ営業キャッシュ・フロー

　　当年度純利益

　　減価償却費

　　固定資産除却費

　　引当金の増減額

　　長期前受金戻入額

　　支払利息及び企業債取扱諸費

　　受取利息・配当金

　　固定資産売却益

　　未収金の増減額

　　貯蔵品の増減額

　　前払費用の増減額

　　未払金の増減額

　　前受金の増減額

　　預り金の増減額

小計

　　利息及び配当金の受取額

　　利息の支払額

計

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

　　固定資産の取得による支出

　　有形固定資産の売却による収入

　　国庫補助金等による収入

　　補助金の返還

計

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

　　企業債による収入

　　企業債の償還による支出

　　他会計等からの出資による収入

計

Ⅳ資金減少額

Ⅴ資金期首残高

Ⅵ資金期末残高

令和４年度  当初予算キャッシュフロー計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

30,083,544

217,407,000

267,000

5,100,000

△ 61,784,000

26,400,000

△ 50,000

0

643,483

0

0

△ 15,989,009

0

0

202,078,018

50,000

△ 26,400,000

175,728,018

△ 486,381,818

0

21,000,000

0

△ 465,381,818

260,200,000

993,549,714

△ 148,121,000

22,681,000

134,760,000

△ 154,893,800

1,148,443,514

－11－



(単位　円)
１ 営業収益

 (1)給水収益 388,181,818

 (2)受託工事収益 0

 (3)その他の営業収益 25,644,727 413,826,545

２ 営業費用

 (1)原水及び浄水費 5,893,027

 (2)配水及び給水費 22,735,397

 (3)受託工事費 0

 (4)総係費 169,864,246

 (5)減価償却費 230,625,000

 (6)資産減耗費 428,000

 (7)その他営業費用 0 429,545,670

  営業損失 15,719,125

３ 営業外収益

 (1)受取利息及び配当金 100,000

 (2)他会計補助金 4,641,000

 (3)雑収益 5,490,000

 (4)長期前受金戻入 41,377,000 51,608,000

４ 営業外費用

 (1)支払利息及び企業債取扱諸費 28,617,000

 (2)雑支出 0 28,617,000 22,991,000

  経常収益 7,271,875

５ 特別利益

 (1)過年度損益修正益 0

 (2)貸倒引当金戻入 0

 (3)災害復旧補助金 0 0

６ 特別損失

 (1)過年度損益修正損 685,114

 (2)その他特別損失 0

 (3)減損損失 0

 (4)水道施設災害復旧費 0 685,114 △ 685,114

   当年度純利益 6,586,761

  前年度繰越利益剰余金 0

  当年度未処分利益剰余金 6,586,761

令和３年度  当初予定損益計算書（前年度）

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)

－12－



(単位　円)
１ 営業収益

 (1)給水収益 389,090,909

 (2)受託工事収益 0

 (3)その他の営業収益 29,732,000 418,822,909

２ 営業費用

 (1)原水及び浄水費 8,819,999

 (2)配水及び給水費 30,882,728

 (3)受託工事費 0

 (4)総係費 172,131,638

 (5)減価償却費 217,407,000

 (6)資産減耗費 267,000

 (7)その他営業費用 0 429,508,365

  営業損失 10,685,456

３ 営業外収益

 (1)受取利息及び配当金 50,000

 (2)他会計補助金 4,452,000

 (3)雑収益 1,383,000

 (4)長期前受金戻入 61,784,000 67,669,000

４ 営業外費用

 (1)支払利息及び企業債取扱諸費 26,400,000

 (2)雑支出 0 26,400,000 41,269,000

  経常収益 30,583,544

５ 特別利益

 (1)過年度損益修正益 0

 (2)貸倒引当金戻入 0

 (3)災害復旧補助金 0 0

６ 特別損失

 (1)過年度損益修正損 500,000

 (2)その他特別損失 0

 (3)減損損失 0

 (4)水道施設災害復旧費 0 500,000 △ 500,000

   当年度純利益 30,083,544

  前年度繰越利益剰余金 0

  当年度未処分利益剰余金 30,083,544

令和４年度  当初予算予定損益計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

－13－



(単位　円)

１ 固定資産

 (1)有形固定資産

  イ 土地 108,067,007

  ロ 建物 229,400,515

     減価償却累計額 △ 143,241,360 86,159,155

  ハ 構築物 6,426,608,578

     減価償却累計額 △ 2,849,353,030 3,577,255,548

  ニ 機械及び装置 2,407,775,148

     減価償却累計額 △ 1,631,190,893 776,584,255

  ホ 車両及び運搬具 17,618,005

     減価償却累計額 △ 12,286,437 5,331,568

  ヘ 工具器具及び備品 2,251,950

     減価償却累計額 △ 1,806,678 445,272

  ト 建設仮勘定 29,046,154

  チ その他有形固定資産 0

     減価償却累計額 0 0

   有形固定資産合計 4,582,888,959

 (2)無形固定資産

  イ 施設利用権 535,517

   無形固定資産合計 535,517

 (3)投資その他の資産

　イ　利付国庫債券 0

　ロ　リサイクル預託金 49,072

　ハ　長期前払消費税 0

　　投資合計 49,072

   固定資産合計 4,583,473,548

２ 流動資産

 (1)現金預金 1,148,443,514

 (2)未収金 86,621,078

　　貸倒引当金 △ 575,724 86,045,354

（3）前払金 88,590

 (4)短期貸付金 0

 (5)その他流動資産 0

    流動資産合計 1,234,577,458

    資産合計 5,818,051,006

令和３年度  当初予定貸借対照表（前年度）

(令和４年３月３１日)

資産の部
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３ 固定負債

 (1)企業債 2,216,674,543

 (2)他会計借入金 0

    固定負債合計 2,216,674,543

４ 流動負債

 (1)未払金 207,613,183

 (2)未払費用 0

 (3)前受金 0

 (4)その他流動負債 2,140,000

 (5)企業債 148,121,000

 (6)他会計借入金 0

 (7)引当金 8,435,000

    流動負債合計 366,309,183

５ 繰延収益

 (1)長期前受金 1,804,935,843

 (2)長期前受金収益化累計額 △ 854,851,570

    繰延収益合計 950,084,273

    負債合計 3,533,067,999

６ 資本金

 (1)自己資本金 99,023,634

   資本金合計 99,023,634

７ 剰余金

 (1)資本剰余金

  イ 工事負担金 558,073,057

  ロ 保険差益 0

  ハ その他資本剰余金 942,203,235

   資本剰余金合計 1,500,276,292

 (2)利益剰余金

  イ 減債積立金 75,610,000

　ロ 建設改良積立金 585,955,635

　ハ 利益積立金 17,530,685

　ニ 当年度未処分利益剰余金 6,586,761

    利益剰余金合計 685,683,081

    剰余金合計 2,185,959,373

    資本合計 2,284,983,007

    負債資本合計 5,818,051,006

負債の部

資本の部

－15－



(単位　円)

１ 固定資産

 (1)有形固定資産

  イ 土地 108,067,007

  ロ 建物 229,373,815

     減価償却累計額 △ 147,667,360 81,706,455

  ハ 構築物 6,906,751,678

     減価償却累計額 △ 2,975,243,030 3,931,508,648

  ニ 機械及び装置 2,407,748,448

     減価償却累計額 △ 1,716,001,893 691,746,555

  ホ 車両及び運搬具 17,591,305

     減価償却累計額 △ 15,041,437 2,549,868

  ヘ 工具器具及び備品 2,251,950

     減価償却累計額 △ 1,831,678 420,272

  ト 建設仮勘定 35,597,972

  チ その他有形固定資産 0

     減価償却累計額 0 0

   有形固定資産合計 4,851,596,777

 (2)無形固定資産

  イ 施設利用権 535,517

   無形固定資産合計 535,517

 (3)投資その他の資産

　イ　利付国庫債券 0

　ロ　リサイクル預託金 49,072

　ハ　長期前払消費税 0

　　投資合計 49,072

   固定資産合計 4,852,181,366

２ 流動資産

 (1)現金預金 993,549,714

 (2)未収金 85,977,595

　　貸倒引当金 △ 835,724 85,141,871

（3）前払金 88,590

 (4)短期貸付金 0

 (5)その他流動資産 0

    流動資産合計 1,078,780,175

    資産合計 5,930,961,541

令和４年度  当初予算予定貸借対照表

(令和５年３月３１日)

資産の部
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３ 固定負債

 (1)企業債 2,476,874,543

 (2)他会計借入金 0

    固定負債合計 2,476,874,543

４ 流動負債

 (1)未払金 191,624,174

 (2)未払費用 0

 (3)前受金 0

 (4)その他流動負債 2,140,000

 (5)企業債 0

 (6)他会計借入金 0

 (7)引当金 13,275,000

    流動負債合計 207,039,174

５ 繰延収益

 (1)長期前受金 1,820,007,843

 (2)長期前受金収益化累計額 △ 916,635,570

    繰延収益合計 903,372,273

    負債合計 3,587,285,990

６ 資本金

 (1)自己資本金 121,704,634

   資本金合計 121,704,634

７ 剰余金

 (1)資本剰余金

  イ 工事負担金 564,001,057

  ロ 保険差益 0

  ハ その他資本剰余金 942,203,235

   資本剰余金合計 1,506,204,292

 (2)利益剰余金

  イ 減債積立金 75,610,000

　ロ 建設改良積立金 585,955,635

　ハ 利益積立金 24,117,446

　ニ 当年度未処分利益剰余金 30,083,544

    利益剰余金合計 715,766,625

    剰余金合計 2,221,970,917

    資本合計 2,343,675,551

    負債資本合計 5,930,961,541

負債の部

資本の部

－17－



（単位：千円）

特
別
職

一
般
職

技
能
労
務
職

再
任
用

報
 
酬

給
 
料

手
 
当

計

本 損益勘定支弁職員 0 8 2 1 0 39,020 18,408 57,428 4,840 8,197 70,465

年 資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

度 合             計 0 8 2 1 0 39,020 18,408 57,428 4,840 8,197 70,465

前 損益勘定支弁職員 0 7 2 1 0 36,798 17,502 54,300 4,580 14,874 73,754

年 資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

度 合            計 0 7 2 1 0 36,798 17,502 54,300 4,580 14,874 73,754

比 損益勘定支弁職員 0 1 0 0 0 2,222 906 3,128 260 △ 6,677 △ 3,289

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

較 合           計 0 1 0 0 0 2,222 906 3,128 260 △ 6,677 △ 3,289

給　 与　 費　 明　 細　 書

法
定
福
利
費

合    計

１．総       括

区　            　分

給           与          費
賞
与
引
当
金
繰
入
額

職  員  数
        (人）
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（単位：千円）

手当の内訳

区   分

扶養手当

管理職手当

期末勤勉手当

通勤手当

管理職特別手当

特殊勤務手当
（技術管理者手当）

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

会計年度任用職員
通勤手当

会計年度任用職員
期末勤勉手当

計

（単位：千円）

区　分

賞与引当金繰入額

３．給料及び手当並びに賞与引当金繰入額の増減額明細
（単位：千円）

区  分 増  減  額 備 考

給与改定に伴う増減分 0

2,222 普通昇給に伴う増加分 0

その他の増減分 2,222

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 906

0

260

242

制度改正に伴う増減分

その他

260賞与引当金繰入額

人事異動によるもの

２．賞与引当金繰入額

本年度 前年度 比 較

4,840 4,580 260

906

△ 59

0

△ 60

0

104

720

17,502

624

39

比    較

△ 78

0

776

0

前年度

1,272

483

9,162

431

給   料

手   当

説      明

人事異動によるもの

人事異動によるもの

906

増 減 事 由 別 内 訳

18,408

866

20

本年度

1,194

483

9,938

372

△ 19

0

36

1,589

3,250

660

0

36

1,485

3,250
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（2）初　任　給

再任用

平 均 年 齢

4.給料及び手当の状況

（1）職員1人当たり給与

区　　　　分 一般職 技能労務職

平均給料月額 325,563円 289,150円

大　学　卒 182,200円 -

区　　　　分 一般職

147,900円

技能労務職

高　校　卒

短　大　卒 163,100円

令和3年1月1日現在

296,100円 206,160円

平 均 年 齢 46歳 43.5歳 62歳

292,250円 207,710円

令和4年1月1日

-

49歳 42.5歳

150,600円

204,160円

平均給与月額 351,798円

63.5歳

平均給料月額 313,938円 293,000円 204,160円

平均給与月額 338,735円
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(3)級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

（一般職）

5 1 9.1

4 1 9.1

3 5 45.5

2

1 1 9.1

（技能労務職）

4

3 2 18.2

2

1

(再任用）

3 1 9.1

計 11 100.0

級 職員数（人） 構成比（％）

（一般職）

5 1 8.3

4 1 8.3

3 6 50.0

2

1

（技能労務職）

4

3 2 16.7

2

1

(再任用）

3 2 16.7

計 12 100.0

(4) 級別の標準的な職務内容

区　分

6級

5級

4級

3級

2級

1級

審議員・課長

課長・課長補佐・主幹・参事

係長・参事・主査

主事・技師

技能労務職（行2）

-

-

主任

運転手・用務員・管理人

課長

区    分 一般職　／　技能労務職

令和3年1月1日

一般職（行1）

令和4年1月1日
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(5)特殊勤務手当

（6）期末手当・勤勉手当

6月（月分） 12月（月分）

本年度 2.15 2.15

前年度 2.225 2.225

一般会計の制度 2.15 2.15

（7）定年退職及び勧奨退職に係わる退職手当

区　　　分
20年勤続者

（月分）
25年勤続者

（月分）
35年勤続者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

退職時特別
昇　　給

支給率等

（8）その他の手当

通　　勤　　手　　当 同　　　　じ

扶　　養　　手　　当 同　　　　じ

住　　居　　手　　当 同　　　　じ

4.450 有

4.300 有

一般会計と同じ

区　　　　　　　　　分 一般会計の制度と異動 差異の内容

区　　分
支給期別支給率

支給率計
（月分）

　職制上の段階職務の
　級等による加算措置

4.300 有

支給対象職員の比率（％）

(令和4年1月1日現在) 12.5 -

支給対象職員1人当たり平均支給月額 3,000円

代表的な特殊勤務手当の名称 水道技術管理者手当

区分 一般職 技能労務職

給料総額に対する比率（％） 0.12 -
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